
 

 

 

 

平成２６年度３月補正 

 

 

 

 

 

補正予算案主要事項調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府宇治田原町 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２６年度 ３月補正 

補正予算案主要事項調書 

 

 

 

総務課関係       消防団員装備拡充事業 ・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

 

企画・財政課関係    まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業 ・・・・ ２ 

 

                    

福祉課関係       保育所運営充実事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

 

建設・環境課関係    空き家実態調査事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

             

 

産業振興課関係     町内雇用促進助成事業 ・・・・・・・・・・・・・ ５ 

       

 

婚活支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 

 

地域ブランド育成等応援事業 ・・・・・・・・・・ ７ 

 

 

プレミアム商品券発行事業 ・・・・・・・・・・・ ８ 

 

 

             

 

 

 

 

 

 



1 

 

平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事  業  名 消防団員装備拡充事業 

予  算  額 １０，０００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容 

 

〈趣 旨〉 

国では「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の

成立を受け、「消防団員服制基準」及び「消防団の装備の基準」の改正

が行なわれ、本町においてもこれら改正基準をふまえ、計画的に消防団

装備品等配備を行うこととしている。 

団員の安全確保及び団活動の充実強化を目的として、計画的に活動服

（国新基準）及び安全靴の整備を行い、装備の充実を図る。 

 

〈整備内容〉 

※活動服（新基準） 

オレンジ色の配色がなされたデザインが採用されており、夜間活

動時等における視認性の向上が図られている。 

 

※安全靴 

   踏抜き防止板が挿入され、つま先には先しんが装着されており、

団員の安全確保の向上が図られる。 

 

 

担 当 課 総務課 電 話 ８８－６６３１ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事 業 名 まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業 

予 算 額 ７，７００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容  

 

〈趣 旨〉 

 平成２６年１１月２８日に公布された「まち・ひと・しごと創生法」

に基づき、地域の特色や地域資源を生かした「しごとづくり」「ひと

の流れ」「結婚・出産・子育て」等の内容を盛り込んだ「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の策定を行う。 

 

〈策定内容〉 

○ 宇治田原町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（１）宇治田原町人口ビジョン 

   国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、本町におけ

る人口の現状と将来の展望を提示する人口ビジョンを策定する。 
 

（２）宇治田原町地域創生総合戦略 

   「宇治田原町人口ビジョン」を踏まえ、国の総合戦略が定める

政策分野を勘案し、政策分野ごとの５年後の基本目標を設定する。 
 
 【国の総合戦略が定める政策分野】 

  ① 地方における安定した雇用を創出する 

  ② 地域への新しい人の流れをつくる 

  ③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

  ④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する 

 

〈策定体制〉 

○ （仮称）宇治田原町地域創生総合戦略会議【外部組織】 

  住民や有識者等で構成する会議（１０名程度）を設置し、「まち・ 

ひと・しごと創生総合戦略」の審議等を行う。 
 

○ 宇治田原町地域創生本部【庁内組織】 

  「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定議論を行う。 

担 当 課 企画・財政課 電 話 ８８－６６３２ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事 業 名 保育所運営充実事業 

予 算 額 ７，０００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容  

 

〈趣 旨〉 

 平成２７年４月から始まる「子ども・子育て支援新制度」は、子ども・

子育て支援への質・量の不足等の問題など、子育てをめぐる現状と課題

に対して、社会全体による費用負担を行いながら、地域の子ども・子育

て支援の充実に向けた取組を推進することになる。 

 本町においては、現在策定中の「子ども・子育て支援事業計画」にお

いて、保育所の入所希望児童の年齢構成の変動に柔軟に対応できるよう、

保育士の確保に努め、あわせて安心・安全な保育環境を提供できるよう、

保育の質の向上を目指すこととしている。 

 

〈内 容〉 

 これまでから町立保育所においては、安心して子どもを預けることが

できるよう特別加配保育士を配置するなど、保育内容の充実を図ってき

ているが、さらに保育の質の向上をめざし、責任ある保育体制を確立す

る。 

 そのために、各クラスを担任する正職員に加え、クラス専任の保育士

（臨時職員）を配置し、副担任として、児童の保育に継続的に関わるこ

とで、保育の一層の充実を図る。 

 

 ○月額制の臨時雇用保育士を配置 

 

 

 

 

 

担 当 課 福祉課（保育所） 電 話 ８８－６６１１ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事 業 名  空き家実態調査事業 

予 算 額 ４，０００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容  

 

〈趣 旨〉 

  近年の家族形態の変化により、高齢者だけの単独世帯（一人暮らし世

帯）が増加するなど、空き家へ繋がる遠因となっている。 

 空き家の増加は、地域コミュニティの機能低下の原因となるばかりで

はなく、防災面や環境面においても課題となってくる。 

こうした傾向は、本町の人口構成の状況から、今後増加することが想

定され、適切な対応が求められることから、空き家の実態調査を実施す

る。 

 

〈内 容〉 

 町内全域において空き家（可能性のある住宅も含む。）及び危険建物

の実態を把握するための調査を実施。 

 結果をデータベース化し、空き家の利活用や防災対策など、今後の施

策を検討するための基礎資料とする。 

 

 

 

担 当 課 建設・環境課 電 話 ８８－６６３７ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事  業  名 町内雇用促進助成事業 

予  算  額 ２，０００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容        

 

〈趣 旨〉 

 住民の雇用安定確保及び雇用機会の拡大を図るため、正規職員雇用に

対し助成金を交付し、町内における雇用促進対策の充実に取り組む。 

 

〈内 容〉 

○助成金交付 

 助成金額：１人あたり２０万円 

 助成要件：正規職員の雇用 

町内に事業所（工場・事務所・店舗）を有する事業者が

町内在住者または転入予定者を正規雇用した場合に助成

金を交付 

  助成対象：町内在住者等を正規職員として雇用した事業所 

  交付期間：平成26年度～平成28年度 

  助成実績 

 交付事業所数 雇用者数 助成金額（千円） 

平成24年度 ４件 ７名 1,400 

平成25年度 ５社 ７名 1,400 

平成26年度 ５社 ６名 1,200 

※平成２７年２月現在 

   

担  当  課 産業振興課 電  話 ８８－６６３８ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事  業  名 婚活支援事業 

予  算  額 ３００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容 

 

〈趣 旨〉 

 少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化に対する取組として、商工

会等が主催する男女の出会いの機会を積極的に提供する事業などに対し

て事業費を補助する。 

 

（内 容） 

 対象団体：商工会又は商工会員で構成する団体 

 対象事業：男女の健全な出会いの機会を提供する事業及び異性との 

コミュニケーション能力向上に資する事業等 

  

◆未婚化の状況                                        (単位:％) 

項 目 
25歳～29歳の未婚率 50歳～54歳の未婚率 

S50 H17 H22 S50 H17 H22 

全 国 
男性 48.3 71.4 71.1 1.8 14.0 19.4 

女性 20.9 59.0 59.9 3.8 6.1 9.8 

京都府 
男性 52.2 76.4 73.6 2.0 13.0 16.2 

女性 24.1 66.0 64.6 5.3 6.8 9.5 

                             国勢調査 

◆平均初婚年齢の上昇                     (単位:歳) 

項 目 S50 H17 H22 

全 国 
男性 27.0 29.8 30.5 

女性 24.7 28.0 28.8 

京都府 
男性 27.3 29.9 30.9 

女性 25.0 28.3 29.2 

               厚生労働省「人口動態統計」 

 

担  当  課 産業振興課 電  話 ８８－６６３８ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事  業  名 地域ブランド育成等応援事業 

予  算  額 ６，０００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金(地方創生先行型) 

 

事 業 内 容 

 

〈趣 旨〉 

 町内で事業を営む中小企業者や小規模企業者が地域資源を活用して

新商品・新サービスを開発する経費及び経営改善事業等を実施する経

費の一部を補助する。【２ヶ年事業】 

 

〈対象者〉 

（１）中小企業基本法に規定する中小企業者又は小規模企業者で、町

税を課税され、かつ、完納している者 

（２）町内に本店若しくは支店がある法人又は町内に在住する個人事

業者で、町内で１年以上営業している者 

 

〈事業区分〉 

○地域ブランド育成応援事業 

・中小企業者等が地域資源を活用して新商品・新サービスを開発す

る経費及び地域資源を活用した商品・サービスの展示会等に出展

する経費を補助する。 

・経費の３分の２以内で４０万円を限度として補助する。（ただし

複数の中小企業者等で共同して事業を実施する場合は８０万円を

限度として補助する。） 

 

○経営改善事業 

・省エネ対策や販売促進、店舗のバリアフリー化等の経営改善事業

の経費を補助する。 

・経費の２分の１以内で２０万円を限度として補助する。（ただし 

事業の実施については町内事業者からの調達を原則とする。真にや

むを得ない理由により町内事業者からの調達によらないものにつ

いては２分の１以内で１０万円を限度として補助する。） 

 

担  当  課 産業振興課 電  話 ８８－６６３８ 
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平成２６年度 ３月補正予算案主要事項調書 

事  業  名 プレミアム商品券発行事業 

予  算  額 １３，５００千円 新規継続の別 新 規 ・ 継 続 

補助単独の別 補 助（ 国・府 ）・単 独 補助制度名 
地域活性化・地域住民生活等緊急支援交

付金(地域消費喚起・生活支援型) 

 

事 業 内 容 

 

〈趣 旨〉 

  町内での消費拡大と商工業者の活性化を目的に、「地域活性化・地

域住民生活等緊急支援交付金（地域消費喚起・生活支援型）」を活用

し、町商工会が発行するプレミアム商品券の発行に必要な経費を補助

する。 

 

〈プレミアム商品券の詳細について〉 

発  行  団  体 宇治田原町商工会 

発  行  総  額 
（ う ち プ レ ミ ア ム 分 ） 

７８，９６０千円 
（１３，１６０千円） 

販  売  価  格 
１セット １０，０００円 

（１，０００円×１２枚綴り） 

１セットに係るプレミアム分 
２，０００円 

（１，０００円×２枚分） 

プ レ ミ ア ム 率 ２０％ 

発 行 セ ッ ト 数 ６，５８０セット 

販 売 時 期 平成２７年７月頃 

プレミアム商品券使用期間 平成２７年７月～１２月頃 

              （平成２７年２月 時点の予定）  

担  当  課 産業振興課 電  話 ８８－６６３８ 

   



 

 

 


